
定期情報開示 

項目 内容 

(1) 発行者の情報 

 イ）発行者の名称、所在地及び登録

番号 

発行者の名称：株式会社HashPalette 

所在地   ：東京都港区芝浦1-1-1 

会社法人等番号：0104-01-151474 

ロ）発行者の沿革 当社は、漫画を中心とした電子書籍分野において日本でリードし東京

証券取引所に上場している株式会社Link-U と、ブロックチェーン関連

分野で豊富な実績を有する株式会社HashPortの2社によるジョイントベ

ンチャーとして、2020年3月2日に設立されました。 

 

設立以降の経緯は以下のとおりであります。 

年 月 事   項   

2020年3月 東京都港区南青山において株式会社Hashpalette

を設立 

2021年3月 パレットのコンソーシアムブロックチェーンのテスト

ネットをローンチ 

2021年7月 日本初IEOによる資金調達を実施（PLT） 

2021年8月 パレットのコンソーシアムブロックチェーンのメイン

ネットをローンチ 

2021年9月 PLTのステーキング機能の追加 

2021年12月 HashpaletteからHashPaletteへと社名変更を行い、

本社を港区芝へ移転 

2022年1月 株式会社HashPortが株式会社Link-Uの保有するH

ashPalette株式の全てを取得し、完全子会社化 

2023年6月 林孝之が代表取締役CEOに就任 

2023年9月 本社を港区芝浦へ移転 

2024年2月 国内5例目となるIEOによる資金調達を実施（ELF） 

2024年10月 Aptos Labs (Matonee Inc.)が株式会社HashPortの

保有するHashPalette株式の全てを取得し、完全子

会社化 

ムハンマド・シャイフが代表取締役に就任 
 



ハ）発行者及びその関係会社が営

む主な事業の概要 

主な事業概要は以下のとおりであります。 

①株式会社HashPalette（当社、発行者） 

NFT（Non-Fungible Token）を重点領域として、NFT流通に最適化され

たブロックチェーンネットワーク「パレットチェーン」を開発。2021年7月に

は日本初のIEOによる資金調達を実施したPLT（パレットトークン）の発

行・流通に加え、独自NFTマーケットプレイス「PLT Place」の運営、ブロ

ックチェーンゲームのパブリッシング等、技術基盤からコンテンツ発信

まで一貫したサポートを提供しています。 

 

②Aptos Labs 

Meta Platforms, Inc.（旧Facebook）（以下「Meta社」といいます。）のステ

ーブルコインプロジェクト「Libra（リブラ）」「Diem（ディエム）」のチームが

独立して2022年10月に設立したLayer1ブロックチェーン企業です。暗号

資産を活用した金融・決済領域への深い知見と高性能のチェーンを武

器に、主に金融領域において、Microsoft Corporation、SK Telecom C

o., Ltd.、Franklin Distributors, LLC.などと提携しています。 



ニ）発行者の役員の氏名及び経歴 当社の役員経歴は以下のとおりであります。 

1. ムハンマド・シャイフ（代表取締役） 

Aptos Labsの共同創設者兼CEOで、10年以上にわたり金融サービ

スとブロックチェーン分野で活躍してきました。KPMGやブラックロッ

ク、Meta社などでキャリアを積みました。Meta社ではデジタルウォレ

ット「Novi」のブロックチェーン戦略をリードし、Aptos Labsでは安全

でスケーラブルなレイヤー1ブロックチェーンの開発を推進し、現在

は金融システムの改善を使命とし、ブロックチェーン技術を通じて変

革に取り組んでいます。 

 

2. エイブリー・チン（取締役） 

ノースウェスタン大学でコンピュータ工学の博士号を取得し、スーパ

ーコンピューティングや高性能ファイルシステムの分野で卓越した

専門知識を築き上げました。Aptos Labsの共同創設者兼CTOとし

て、20年以上にわたり分散技術やブロックチェーン開発に情熱を注

いでいます。Meta社ではDiemブロックチェーンの開発を主導し、Mo

ve言語やBlockSTMといった革新的な技術の推進に大きく貢献しま

した。現在はAptos Labsで、次世代分散技術の実現に向けた取り

組みをリードしています。 

 

3. アレクサンダー・ミッテンドルフ（取締役） 

法務とビジネス開発の分野で豊富な経験を持ち、テクノロジーやブ

ロックチェーン業界で活動してきた専門家。Meta社ではNoviプロジ

ェクトの商業法務チームを率い、ブロックチェーン技術の実用化を

法務面からサポート。その後、分散型金融（DeFi）のリスク管理を専

門とするGauntlet社で法務責任者を務め、急速に進化する技術分

野での課題解決に取り組んできました。現在はAptos Labsの法務

責任者を担っています。 

 

4. ジョニー・トン（監査役） 

公認会計士 (CPA) として、会計、監査、財務管理の分野で幅広い

経験を持つ。監査法人では、国内外の企業を対象に財務諸表監査

やリスク評価を担当し、内部統制やコンプライアンス強化に貢献。

その後、民間企業の財務部門で予算管理、財務戦略の策定、業務

プロセスの効率化を推進してきた。Aptos Labsにおいては、財務お

よび戦略分野の役割を担っている。 

 



ホ）発行者の業績の概要 2025年3月期月次累計（2024年9月末時点）の売上高は169,851千円、

経常利益は▲469,816千円、当期純利益は▲470,094千円となりまし

た。 

 

ヘ）発行者の財務の状況 

 

経営成績及び財政状態の主要な項目は以下のとおりであります。な

お、IEO（付随取引含む）の会計処理は暫定処理を行っており、今後の

会計基準公表などの動向によっては遡及的に修正される可能性があ

ります。 

 

    2025年3月期実績月次累計（2024年9月末時点） 

 



ト）発行者の社員数、組織及び機関 当社の社員数、機関、及び組織の状況は以下のとおりであります。 

 

2024年11月30日現在 

 

 

チ）発行者の株式の状況 当社の発行済株式数は以下のとおりであります。 

2024年11月30日現在 

 
 

 

当社の大株主の状況は以下のとおりであります。 

2024年11月30日現在 

 

 



リ）発行者のコーポレート・ガバナン

スの状況 

2021年4月1日付で取締役会設置会社に移行し、定期的に取締役会を

開催しております。また、監査役を設置し取締役の職務執行も対象とし

た監査役監査を実施しております。 

 

 

 

(2) 新規暗号資産の発行及び販売等の状況（追加発行等の状況を含む） 

 当社は、コインチェック株式会社による2021年7月30日付「Palette Tokenの販売結果に関する開示情報」にて

お知らせのとおり、2021年7月1日から2021年7月28日を販売期間として国内初となるIEO（Initial Exchange Off

ering）における新規発行トークンの販売を行いました。販売の概要は以下のとおりであります。 

 

 

 
 

 

 

(3) 発行者及びその関連当事者が保有する新規暗号資産の総量及びその内訳 



 当社及び関連会社の保有数量は、2024年11月30日時点で、458,864,226 PLTとなります。ステーキング報酬

（ステーキング原資を含まない）による増加や、PLT Placeにおける取引・手数料受取等による増減、関連会

社保有分の処分による減少もあり、2024年8月31日以来、合計で10,725,681 PLT増加しました。 

また、当社社員等による保有数量は、2024年11月30日時点で、42,245 PLTとなります。該当者が当社に入社

する以前に取得したもの、及び社内管理規程の手続きに則り適切に取得したもの（ステーキング報酬による

増加分を含む）であります。 

 

⑷新規暗号資産の市場価格の推移 



 PLTの市場価格の推移は以下の通りであります（前回開示以降の価格推移を中心にお示ししています）。 

 

 

 
 参照：https://coincheck.com/ja/exchange/charts/coincheck/plt_jpy/3600 

 

(5) 対象事業の進捗の状況 

 当社は、2021年7月1日から2021年7月28日を販売期間として国内初となるIEO（Initial Exchange Offering）に

おける新規発行トークンの販売を行いました。 

2024年12月27日時点で、パートナー各社とともに、以下のコンテンツ及びサービスに関する発表を行い、実施

しております。 

 

● 2024年10月28日にAptos Foundationおよび当社は、PLTからAPTへのトークン交換に関する詳細を発表

し、11月26日からオーケーコイン・ジャパン株式会社が運営する暗号資産取引所「OKJ」で交換が始まり

ました。 

● また、2024年11月29日にはユーザーの皆様に今後の当社とAptosの日本での展望についてお話する、

コミュニティイベントを当社とAptosで開催しました。 

(6) 調達資金の全部又は一部を使用した場合には、使用した資金の額等及び使途の内容 



 IEOにより調達した資金の用途は以下のとおりであります。「Palette White Paper」記載の計画値総額に対し

て2024年9月30日までの支出額（税込）を記載しております。 

 

 


